
つながりを力に、進化し続ける

当局ウェブサイトに掲載された情報の一部を、
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北海道経済産業局公式X
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メールマガジン（新着情報配信サービス）
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その提案は、世界に誇れるか。

その取組は、国民に誇れるか。

その行動は、自分に誇れるか。

私たちには、この国の変革を導いていくという誇り高き想いがある。

戦後の経済を牽引し、現在の経済基盤を作り上げることができたのもその誇りがあったからこそ。

組織の枠を超え、国境を越え、時代を超えて、国富の増大とエネルギーの安定供給に邁進してきた私たち。

求められてきたのは、世界の動静を見極め、本質はなにかと問い続けること。

そして、理想の経済社会を思い描き、国民の豊かさを真摯に追求すること。

これは、この先も決して変わることはない。

必要なのは互いに手を取り合うだけでなく、違いを認め、力に変えていくこと。

これまでなかった大きな相乗効果を生み出すことで、

新しい価値や新しい産業を創造し、次代の日本を誕生させることができるはず。

世界を巻き込む大きなうねりを作ることだってできるに違いない。

前例にとらわれず、常識に縛られず、固定観念を捨て、最後までやり遂げる。

私たちの一つの提案、一つの取組、一つの行動が、

この国の未来をつくると信じて。

Tackle Fundamental Challenges

Evolve with the Power of Partnership

Build Our Future

Unleash Individual Strengths

Bring Together Diverse Talent

強い
北海道経済
の実現

国際競争力ある産業の創出・育成

未来に誇れる日本をつくる。

目　次

Values

VisionMission つながりを力に、進化し続ける

本質的な課題に挑戦する

自由に個の力を発揮する

多様な力をかけ合わせる

北海道経済産業局は、全国に先駆けて進む人口減少等に伴う様々な
地域課題に向き合い、地方創生やDX・GXの取組を通じて、

強い北海道経済の実現とともに、『未来に誇れる日本』を目指します。
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2020 年 2050 年 減少率

※輸入品に課される税・関税他は「輸入品に課される税・関税、（控除）総資本形成に係る消費税」。全国にあっては統計上の不突合を含む。 
出典：北海道「令和 4 年度（2022 年度）道民経済計算」を基に当局が作成

出典：経済産業省「2023年経済構造実態調査（製造業事業所調査）」を基に当局が作成

※このページに掲載しているグラフの構成比（%）は、端数処理の関係で、合計しても必ずしも 100% とはならない。

○工業出荷額では、食料品製造業が製造業全体の3分の 1以上、全国の4倍以上の割合であり、道内製造業の大部分を
　占めている。
○北海道では「生活関連型」のウエイトが多く、「加工組立型」が少ない。一方で全国では「生活関連型」が少なく、「加工

組立型」が多くを占めている。

北海道の工業出荷額構成比（2023年） 全国の工業出荷額構成比（2023年）
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4.4%

生活
関連型
44.5%

生活
関連型
16.0%

基礎
素材型
41.8%

基礎
素材型
39.8%

加工
組立型
13.6%

加工
組立型
44.2%

石油製品・石炭
製品製造業

13.1%

石油製品・石炭
製品製造業

13.1%

石油製品・石炭
製品製造業

5.2%

石油製品・石炭
製品製造業

5.2%

プラスチック
製品製造業

（別掲を除く）
3.7%

プラスチック
製品製造業

（別掲を除く）
3.7%

非鉄金属製造業
3.7%

非鉄金属製造業
3.7%

化学工業
9.5%

化学工業
9.5%

鉄鋼業
8.0%

鉄鋼業
8.0%

鉄鋼業
6.6%

鉄鋼業
6.6%

金属製品
製造業
4.6%

金属製品
製造業
4.6%

金属製品
製造業
4.7%

金属製品
製造業
4.7%

パルプ・紙・
紙加工品製造業

4.3%

パルプ・紙・
紙加工品製造業

4.3%

その他
11.8%
その他
11.8%

その他
6.5%

その他
6.5%

はん用機械器具
製造業
3.5%

はん用機械器具
製造業
3.5%

生活用
機械器具

製造業
7.0%

生活用
機械器具

製造業
7.0%

輸送用
機械器具

製造業
6.4%

輸送用
機械器具

製造業
6.4%

輸送用
機械器具

製造業
19.5%

輸送用
機械器具

製造業
19.5%

電子部品・デバイス・
電子回路製造業

4.0%

電子部品・デバイス・
電子回路製造業

4.0%

電子部品・デバイス・
電子回路製造業

4.7%

電子部品・デバイス・
電子回路製造業

4.7%

電気機械
器具製造業

5.9%

電気機械
器具製造業

5.9%

その他
3.3%

その他
3.3%

農林水産業 製造業 建設業

鉱業

卸売・小売業 不動産業 公務 教育

19.8 2.4

4.2 2.9 14.4 3.1 3.2 11.2 8.7 6.8 4.0 3.7

電気・ガス・水道・廃棄物処理業
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0.1
0.9

1.5 1.0

1.71.70.2

道内・国内総生産の経済活動別構成比（%）

北海道の総人口、生産年齢人口（15 歳～ 64 歳）は共に、全国平均を上回るペースで減少していくと推計。

北海道は、全国と比べて、農林水産業（北海道：4.2％、全国：0.9％）、建設業（北海道：7.6％、全国：5.4％）、保健衛生・社会
事業（北海道：11.1％、全国：8.1％）等の割合が大きい一方、製造業（北海道：8.7％、全国：19.8％）、情報通信業（北海道：
3.1％、全国：4.9％）等の割合は小さい。

○面積は全国の 22％を占め、人口密度は全都道府県の中で最も低い。
○広大な地域に人口や機能が分散している広域分散型の地域構造。
○人口減少率・高齢化率ともに全国を上回るペースで進行。

※全国と北海道の面積は、北方領土 5,003 ㎢を含む。

出典：総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動態調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」を基に当局が作成

面積

市町村数

人口

人口密度

人口減少率
（2020年から2024年の5年間）

高齢化率
（全人口に対する65歳以上人口の割合）

全国の22％

都道府県別
最多

都道府県別
9番目に多い

都道府県別
最も低い

全国の1.9倍

人口の3分の1が
65歳以上

北海道： 83,422 km2 （≒近畿＋中国＋四国）
全　国：377,975 km2

北海道：179市町村
2 番 目：長野県 77市町村　3番目：埼玉県 63市町村

北海道： 509万人（札幌市:195万人）
8 番 目：福岡県 510万人　10番目：静岡県 361万人

北海道：61.1人/ km2

46番目：岩手県 76.7人／ km2

北海道：3.30%
全　国：1.77%

北海道：32.75%
全　国：28.77%

出典：

データで見る北海道の特徴

北海道の地域特性

北海道の産業構造

北海道の人口推移

北海道の製造業
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最多

都道府県別
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都道府県別
最も低い
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人口の3分の1が
65歳以上
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北海道：179市町村
2 番 目：長野県 77市町村　3番目：埼玉県 63市町村

北海道： 509万人（札幌市:195万人）
8 番 目：福岡県 510万人　10番目：静岡県 361万人

北海道：61.1人/ km2

46番目：岩手県 76.7人／ km2

北海道：3.30%
全　国：1.77%

北海道：32.75%
全　国：28.77%

出典：

データで見る北海道の特徴

北海道の地域特性

北海道の産業構造

北海道の人口推移

北海道の製造業



05 06

〈 製造・情報産業課 〉 

〈 製造・情報産業課 〉 

〈 宇宙航空産業室 〉 

〈 次世代産業課 〉 

次世代半導体製造拠点の立地を契機に、デジタル基盤の強化と経済安全保障の確保を図り、地方創生や社会課題の解決
に貢献するため、産学官が連携して半導体人材の育成・確保や関連産業の取引活性化を推進します。

半導体開発製造拠点 IIM(イーム) 
（パース図提供：Rapidus（株））

北海道半導体人材育成等推進協議会の取組
 （高等専門学校生向け工場見学）

石狩データセンター
 （写真提供：さくらインターネット（株））

苫小牧データセンター
（パース図提供：ソフトバンク（株））

成長性のある宇宙関連ビジネスの裾野拡大を図るため、ロケット発射場の産業集積に関する調査を実施するとともに、
人工衛星関連の開発・製造や、衛星データを利用した地域課題の解決に資するサービス・ソリューションに取り組む企業
に対して、国内外におけるマッチング支援や開発実証を支援しています。

遺伝子技術を活用して微生物や動植物等の細胞から物質を
生産するバイオものづくり技術は、化学素材、燃料、医薬品、食
品等様々な産業分野で利用されており、今後国内外で大幅な市
場拡大が見込まれているため、これを獲得するための新規参入
の促進や製品・サービスの事業化を支援しています。

Launch Complex 1[LC1]【建設中】
（写真提供：SPACE COTAN（株））

人工衛星打上げ用ロケット ZERO
（写真提供：インターステラテクノロジズ（株））

北海道がポテンシャルを有する脱炭素電源を活用し、AI の進展に伴う大規模な計算資源の確保や、安心・安全な社会
インフラとしてデータセンターの立地・集積を推進し、社会経済の持続的発展を目指します。

バイオものづくり技術の活用例

画像左上は（株）カネカ、右上は spiber（株）提供
（出典）METI Journal ONLINE https://journal.meti.go.jp/p/24257/

�.成長産業への重点支援

国際競争力ある
産業の創出・育成

半導体産業の振興

データセンターの立地・集積推進

宇宙関連産業の振興

バイオ産業の振興
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〈 食・観光産業課 〉 

〈 食・観光産業課 〉 

〈 産業技術革新課 〉 

〈 製造・情報産業課 〉 

食産業の更なる発展に向けては、国内市場の縮小や人口減少が進む中で、海外の新市場獲得や人手に頼らない生産体制
の構築が必要となることから、輸出を担う人材育成・海外向けのブランディングの支援による輸出促進や、生産ラインの
最適化、自動機やロボット等の導入支援による製造現場の生産性向上を支援しています。

国内外の観光需要を更に取り込むためには、観光地のブランド化や地域の魅力を深掘りし、観光コンテンツの付加価値
を高めることが必要であるため、地域資源を活用した観光地のブランディング支援や旅行者の満足度を最大化するガイ
ド人材の裾野拡大、観光関連事業者の経営力強化を支援しています。

グローバルで活躍するスタートアップを産み育てるエコシステムを実現するため、札幌市・北海道・北海道大学等と連
携してオール北海道で支援体制を構築しています。また、大企業とのマッチングや専門家派遣、有望企業への集中支援プ
ログラム運営などにより、スタートアップの創出・成長を支援しています。

デジタル技術を活用した企業の生産性向上・新ビジネス創出に貢献するため、金融機関・地域支援機関・経済団体等と
連携してデジタルトランスフォーメーション（DX）やサイバーセキュリティ対策に必要な技術やツールの導入を支援す
るとともに、教育機関に対する企業からの講師派遣などによる人材の育成・確保を推進しています。

オール北海道での支援体制構築 有望企業への集中支援プログラム

ＤＸ・サイバーセキュリティ
を支援する各種制度

デジタル人材を育成する
プラットフォーム

ブランディング支援の例：壮瞥町エリア・駒ヶ岳周辺エリア
〔写真提供：（左）（一社）そうべつアウトドアネットワーク（右）鹿部町〕

食品輸出支援の例
ビジネスプランコンテストの開催

生産性向上支援の例
専門家による工場診断

�.基幹産業への重点支援 �.産業分野を横断する支援

観光産業のブランド力向上

食産業の輸出拡大・生産性向上 デジタル技術の社会実装推進

スタートアップの成長支援
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〈 産業技術革新課 〉 

〈 知的財産室 〉 

〈 地域経済課・地域未来投資促進室 〉 

〈 産業人材政策室 〉 

国際競争力ある産業を育成するため、中小企業等が大学・研究機関等と連携して実施する事業化可能性の高い研究開
発を支援しています。一例として、カーボンニュートラル実現に向けて、バイオマス由来航空燃料の工業利用に向けた生
産性向上や低コスト化等の課題解決に向けた研究開発などがあります。

中小企業等が持つ技術や地域ブランドの国内外における権利を
保護するため、特許権等の知的財産権の取得や海外展開を目指す企
業の外国出願、商標・デザインを活用した地域ブランド化を支援し
ています。また、デザインの力をブランド構築やイノベーション創
出に活用する経営手法「デザイン経営」を推進しています。

中小企業等の経営改善や事業拡大に向けては人手不足が大きな障壁となっているため、副業・兼業や、高度なスキルを
有する外国人・女性・高齢者等の多様な人材の活用を推進しています。また、業務評価制度の策定・業務効率化などの職
場環境整備による人材の定着に向けて、伴走支援やセミナー実施により支援しています。

大学等の
研究機関

連携した研究開発

川下企業

中小企業 中堅企業 大企業

中小企業

＋69.7％

1.6

70.1

14.7

11.3兆円

3.9

＋87.6％

＋12.9％
＋10.7％

＋1.4％

＋55.6％

中堅企業 大企業

期待される
成長の姿

海外は大きく
拡大も、国内の
伸びは小さい

国内・海外いずれも
高い水準で伸びている

売
上
高 （
兆
円
）

国
内
法
人 （
単
体
）

海
外
現
地
法
人 （
単
体
）

過去10年間における国内・海外現地の売上高の伸び

中小企業等の
技術開発力

大企業
従業員数2,000人超の会社・個人
※中小企業者除く（従業員数2,000人

超であっても、資本金要件により
中小企業者に該当する場合がある）

※中小企業者除く

下記のいずれかを満たす会社・個人
資本金業種

①製造業その他
※②～④を除く 3億円以下 300人以下

1億円以下 100人以下

5千万円以下 100人以下

5千万円以下 50人以下

②卸売業

③サービス業

④小売業

従業員数

従業員数2,000人以下の会社・個人

約1,300者

約9,000者

約336万者

中堅企業

中小企業

18.9兆円

中小企業・小規模事業者人材活用ガイドライン～３ステップで検討する人材戦略～
（出典：中小企業庁）

研究開発支援の例
Go-Tech 事業

研究開発の例
高濃度 MGPB 培養法および微生物製剤の開発

（環境大善（株））

日本経済をコストカット型から成長型へ移行させるため、必要な政策を検討・分析した上で、重要な存在となる特性を
有した企業群を明らかにし、法改正によりそれらの企業群を「中堅企業」と定義するとともに、国内外での事業を拡大する
ための環境整備として、大規模投資や M＆A 等を支援しています。

産業競争力強化法の改正により
中堅企業を定義

企業分類別の分析結果の例
◀ 商標を活用した産品の PR イベント（展示会への出展）

▲ デザイン経営実践事例集

�.産業分野を横断する支援

研究開発の支援

知的財産の活用支援

産業人材の活用支援

中堅企業の成長支援
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〈 産業振興課 〉 

〈 産業振興課 〉 

〈 取引適正化推進室 〉 

北海道は、物流の2024年問題や人手不足等の課題に加え、都市間の移動距離が長いことなどにより、物流課題がより顕
著であり、地域経済を支えるための持続可能な物流機能構築が極めて重要な地域です。

当局では、国交省、農水省、北海道庁、北海道商工会議所連合会等の関係機関と連携し、荷主事業者・物流事業者をはじ
めとしたサプライチェーン全体での意識醸成イベント「北海道物流WEEK」の開催、共同輸配送の推進に向けた事業者の
マッチング事業や、物流効率化事例集の発行など、物流効率化の取組を推進しています。

機運醸成イベント「北海道物流WEEK」

共同輸配送デジタル
マッチング事業

（デジタル/リアル双方の  
利点を活用した共同輸配
送の推進）

産業用地検索サイト
METI土地ナビ

厳しい経営環境にある中小企業と発注企業の取引の適正化を図
るとともに、物価上昇に負けない賃上げ原資確保に向けた価格転嫁
を促進するため、下請Ｇメンによる取引実態調査や、下請代金支払
遅延等防止法、フリーランス・事業者間取引適正化等法に基づく立
入検査・改善指導、取引適正化関連施策の普及などを行っています。

経済産業省が定める「価格交渉促進月間」（3月、9月）に合わせ、価
格交渉・価格転嫁の実態を調査しています。また、価格交渉・価格
転嫁の促進に向けた機運醸成と、高い価格転嫁率実現の鍵となる価
格交渉スキルの向上を目的としたセミナー等を開催しています。

大企業・中小企業の共存共栄を目指し、サプライチェーン全体で
取引条件の改善を図るため、「パートナーシップ構築宣言」の普及に
取り組んでいます。

「価格交渉促進月間」ポスター

価格交渉スキルアップセミナーの開催

パートナーシップ構築宣言ロゴマーク

半導体やデータセンター等の先端産業の道内進出の動きを受け、
産業用地整備等の支援制度の道内自治体への周知・活用サポート、
工業用水の持続的な安定供給に向けた水需要の適切な把握や老朽
化対策など、事業者と一体となった取組を通じ、道内の産業基盤強
化に取り組んでいます。

126件

A社

ユーザーID

B社

活力ある
産業・地域づくりの支援

持続的な物流の実現に向けた取組

地域産業基盤の強化

取引適正化の推進と価格交渉・価格転嫁対策の促進
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経営者の高齢化や後継者不在の問題に対応するため、事業承継に関する様々な相談に専門家が応じる「北海道事業承
継・引継ぎ支援センター」を設置し、中小企業の皆様の事業承継をサポートしています。

経営者が抱える財務面・事業面の課題に対応するため、資金繰りや収益力改善などに関する経営相談に専門家が応
じる「北海道中小企業活性化協議会」を設置し、中小企業の皆様の経営改善や事業再生の取組をサポートしています。

「経営力向上計画」の認定を受けた中小企業
に対して、税制等で支援することで、生産性向
上、稼ぐ力の強化を図っています。
また、災害が頻発、激甚化する中、「事業継続
力強化計画」の認定を通じて、中小企業の防災、
減災対策の取組を支援しています。

北海道内の自治体が地域の商工団体・金融機関等と連携し
て取り組む創業支援事業の計画（創業支援等事業計画）を認定
し、創業者の増加や地域の活性化、雇用の確保を支援してい
ます。
また、事業承継等を契機に既存の経営資源を活用し新事業
展開や生産性向上等に取り組む後継者（アトツギ）を支援して
います。

地域コミュニティの拠点として地域が持続的発展を遂げる
ための重要な役割を担っている商店街及び中心市街地等に対
し、「まちづくり」の専門家派遣や、まちづくり交流会の開催な
どを通じ、地域商業の課題解決に向けた取組を支援していま
す。

当局では、事業者の売上拡大や経営改善などの経営課題に
対し、きめ細かい支援サービスを提供する無料の経営相談窓
口「北海道よろず支援拠点」を設置しています。
また、商工会・商工会議所が関係市町村と協力して取り組
む事業者支援計画の認定等を行うことで、事業者に寄り添っ
た経営支援体制が地元に構築されるよう支援しています。

地域経済を支える中小企業・小規模事業者の存在は必要不可欠である一方で、事業者を取り巻く経営環境は大きく変
化しており、事業者の持続的な発展に向けたサポートを行う地域の支援機関の役割がますます重要になっています。

北海道よろず支援拠点

まちづくり交流会inもんべつの様子

北海道事業承継・引継ぎ支援センターの支援者向け動画 北海道事業承継・引継ぎ支援センター相談窓口

中小企業の防災・減災対策セミナー

アトツギの新規事業内容を発表するピッチや
トークセッションを実施した　「アトツギチャレンジ祭」の様子

〈 中小企業課 〉 

〈 中小企業課 〉 

〈 中小企業課 〉 
〈 商業振興室 〉 

〈 経営支援課 〉 

〈 経営支援課 〉 

事業承継の促進

中小企業の経営改善・事業再生等の促進

中小企業の経営力強化

アトツギ・創業支援

中小企業・小規模事業者支援

商店街・中心市街地活性化に向けた支援
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〈 電力事業課、ガス事業室、資源・燃料課 〉 〈 電力事業課、ガス事業室、資源・燃料課 〉 

国内資源に乏しく、国土を山と深い海に囲まれるなどの我が国の固有事情を前提に、安全性、安定供給、経済効率性、環
境適合の観点を踏まえた、中長期的で現実的かつバランスの取れたエネルギー構造の実現を目指しています。同時に、脱
炭素社会、GX の実現に向けて、産業競争力の確保、さらに災害対応力の強化も必要です。

道内には社会・経済活動に重要な電気・ガス・石油等の供給設備、LNG・石油等の貯蔵基地、鉱山等があり、これら設備
の持続的な操業を確保することでエネルギーの安定供給を推進しています。

北海道電力（株）泊発電所
（原子力）

北海道ガス（株）北ガス石狩発電所
（天然ガス（LNG））

北海道ガス（株）石狩 LNG 基地 苫東石油備蓄（株）苫小牧東部国家石油備蓄基地 

北海道太平洋鉱業（株）・太平洋セメント（株）
（石灰石を採掘）

ガソリンスタンドへの立入検査

鉱物の賦存状態等を調査 災害時燃料供給合同支援訓練

電気・ガス事業、鉱業、石油製品の品質確保等に関する各種の法令を所管し、許認可・立入検査を通じて法令の遵守状
況の確認を行っています。

また、2018 年 9 月の北海道胆振東部地震を踏まえ、陸上自衛隊と連携して災害時燃料供給合同支援訓練を実施するな
ど災害対応力強化の取組を行っています。

社会の安全・安心の提供

資源・エネルギーの経済的で安定的な供給の確保 安定供給を支える各法律に基づく規制・執行
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GX実現に向けた基本方針

北海道の再エネポテンシャル

ユーラス苫東安平ソーラーパーク 石狩湾新港洋上風力発電所

脆弱な
エネルギー

需給構造

価格高騰
リスク

CO2
排出

エネルギー
安定供給

（エネルギー自給率向上）

GX ： グリーントランスフォーメーション

産業競争力
の強化

（新産業創出等）

脱炭素社会
実現

（CO2排出削減）

● 化石エネルギー中心から
　 クリーンエネルギー中心の産業構造・社会構造への転換
● 戦後における、産業・エネルギー政策の大転換

GX とはグリーントランスフォーメーションの略で、化石燃料をできるだけ使わず、クリーンな
エネルギーを活用していくための変革やその実現に向けた活動のことです。

日本は国として、2050 年にカーボンニュートラルを実現することを国際的に約束しています。こ
の約束を実現するには、社会の仕組みそのものを変えることが必要です。また、そのための活動を
経済成長の機会と捉え、産業競争力を高めることが必要です。そのために必要な取組が「経済社会
システム全体の変革」である「GX」です。

GX を実現するために、徹底した省エネに加え、再生可能エネルギーの主力電源化、原子力などの
脱炭素電源の活用、水素等次世代エネルギーの利活用、CCS の推進、サーキュラーエコノミーの実
現など、GX に向けた脱炭素化の取組を進めています。

また、北海道における GX に関する取組を推進するため、局内に組織横断の「GX 推進チーム」を立
ち上げ、GX 実現に向けた取組を強化しています。

北海道には太陽光、風力、中小水力、地熱等の多様なエネルギー源が豊富に存在しており、導入ポテンシャルは全国トッ
プクラスです。また、太陽光発電や洋上風力発電では国内最大規模の発電所が設置されています。

このポテンシャルを活かし、再生可能エネルギーを主力電源にしていくため、洋上風力や地熱など地域と共生した再生
可能エネルギーの導入拡大に取り組んでいます。

化石エネルギー中心の従来の日本 クリーンエネルギー中心の日本

GXとは？

GXはなぜ必要？

GXの実現に向けて

水素は、再生可能エネルギーで発電した電気を使っ
て水から製造できるほか、汚泥等多様な資源から作る
ことができます。また、発電等のエネルギー源として
使うことができ、CO₂を排出しないことから、クリーン
なエネルギーとして期待されています。

北海道でも企業や自治体が水素の社会実装に向けた
取り組みを行っており、当局では、水素の理解促進やプ
ロジェクトへの支援を行うなど、利活用拡大に取り組
んでいます。

石屋製菓（株）と連携して開催した水素パワー体感フェア

太陽光発電
全国 1 位

風力発電
全国 1 位

中小水力発電
全国 1 位

地熱発電
全国 2 位

〈 エネルギー対策課 〉 

〈 エネルギー対策課 〉 

グリーントランスフォーメーション（GX）の推進 再生可能エネルギーの導入促進

水素等次世代エネルギーの利活用
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CCS（Carbon dioxide Capture and Storage）は、CO2 の削減が困
難な産業等から排出される CO2 を分離・回収し、輸送、貯留する
技術であり、カーボンニュートラル達成への中核技術です。

苫小牧沖で行われている国内初の実証試験の実績を踏まえ、
CCS 実用化に向けた環境整備のため、地域との連携及び理解促進
に取り組み、多様な CCS 事業モデルの確立を目指しています。

資源を効率的に循環させ、持続可能な社会をつくるととも
に経済的な成長も目指すサーキュラーエコノミー（循環経済）
の実現に向けた取組を行っています。

温室効果ガスの排出削減量・吸収量を認証する「Ｊ－クレ
ジット制度」を活用した企業・自治体によるクレジットの創出
や、地域活性化に寄与するカーボンオフセット※の取組を支
援しています。

電力・ガスの「小売全面自由化」により、消費者は電力・ガス会社を自由に選べ
るようになりました。一方で事業者は、顧客獲得のためにさまざまなサービス
や料金メニューを提供し、市場競争が展開されています。

公正かつ自由な競争・適正な取引が行われるよう、主にガス事業者の監査や
定期報告の徴収などを通じて、常に市場を監視しています。

電気用品や消費生活用製品等の安全を確保し、安全・
安心な社会を構築するため、様々な注意喚起や普及啓
発活動を行っています。

製品を製造または輸入する事業者に対しては、関係
法令を周知し義務の履行を求めています。使用する消
費者に対しては、誤使用や不注意による事故の事例を
紹介するほか、リコールや重大事故などの情報提供を
行っています。

当局ウェブサイトでの情報発信 ▶
RISING SUN ROCK FESTIVAL 2024 in EZOでの 　

省エネ広報活動 ▶

セミナーやイベント、パンフレット等を通じて、家
計の節約、企業の経営力強化につながる省エネ情報を
発信しています。

また、徹底した省エネを推進するため、工場等の省
エネ診断や機器の更新補助、優れた取組の表彰による
普及啓発などに取り組んでいます。

消費者からの電話相談受付や、トラブルを未然に防
ぐための高校生向け消費者教室などの啓発活動を行っ
ています。

また、法違反が疑われる悪質な事業者に対して、調
査や行政処分などを実施するなど、消費者取引の適正
化に向けて取り組んでいます。

製品安全に関するパネル展の様子 ▶

※自ら削減できないCO2をクレジット等の購入で埋め合わせること

◀ さっぽろホワイトイルミネーションの CO2 排出を
　 J- クレジット購入でオフセット

ガス供給設備の状況調査 ▶

CCS の概念図 ▶
（日本 CCS 調査（株）提供資料を基に作成）　

工場等

圧入井

遮へい層 遮へい層

貯留層貯留層

CO2

CO2

〈 環境･資源循環経済課、資源･燃料課 〉 

〈 環境・資源循環経済課 〉 

〈 総合エネルギー広報室、エネルギー対策課 〉 

〈 消費経済課 〉 

〈 製品安全室 〉 

〈 電力・ガス取引監視室 〉 

CCSの事業化に向けた環境整備 小売自由化に伴う電力・ガス市場の監視

消費者取引の適正化

製品安全の確保

サーキュラーエコノミー・ J-クレジット活用の推進

家庭や企業における省エネの推進
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● 地方創生☆政策アイデアコンテストに向けた支援

● 主な公表資料

海外の成長市場を獲得するため、道内企業のグローバル化が進んでいます。この動きを拡大・加速化するため、「新輸出
大国コンソーシアム」「北海道外国人材活躍地域コンソーシアム」等の関係機関との連携による支援や情報提供を行って
います。また、貿易取引に係る許認可手続き等を適切に執行することで、中小企業の海外展開を支援しています。

地域経済・産業の動向を適切に分析・把握し、定期的に公表することにより、行政機関における経済政策の展開や企業
の経営分析等を支えています。
また、産業構造や人口動態等に関する官民ビッグデータをモデル図やグラフで「見える化」した「地域経済分析システム

（RESAS：リーサス）」の活用により、地方創生に資する自治体による政策立案や、教育機関と連携した人材育成などの支
援を行っています。

外国人材活用いろはセミナー 中央アジア市場向け道内企業紹介ポータルサイト

RESAS を活用した地域を元気にするような政
策アイデアを募集するコンテストに向けて、自治
体や教育機関と連携し、RESAS 出前講座を行い、
政策提案をサポートしています。

○管内経済概況（月1回）
○鉱工業生産動向（月1回）
○百貨店・スーパー販売動向(コンビニエンスス
トア販売動向及び専門量販店販売動向を含む)
（月1回）

地方創生☆政策アイデアコンテスト 2024
北海道経済産業局長賞を受賞
（釧路湖陵高等学校）

道内企業向けにセミナーを開催し、海外展開等
に活用可能な支援策の情報提供を行っています

海外市場に向けて道内企業の情報を発信し、
新たなビジネス機会の醸成に寄与しています

◆ 資源エネルギー環境課

　◇ ガス事業室

　◇ 総合エネルギー広報室

◆ 環境・資源循環経済課

◆ エネルギー対策課

◆ 電力事業課

◆ 資源・燃料課

部の全体に関わること、資源エネルギーの安定供給に関する業務

ガス事業に関する業務

省エネ・新エネ・環境対策などエネルギー・環境広報の推進

低炭素社会の構築、3R（リデュ－ス・リユ－ス・リサイクル）の推進

省エネルギー対策の推進、再生可能エネルギーの導入促進

電源開発計画、電力の需要・供給計画に関する業務、電源地域の振興

鉱業・採石業・砂利採取業に関する業務、石油製品の安定供給・品質確保

◆ 産業振興課

　◇ アルコール室

◆ 消費経済課

　◇ 消費者相談室

　◇ 製品安全室

◆ 中小企業課

　◇ 取引適正化推進室

◆ 経営支援課

　◇ 商業振興室

部の全体に関わること、産業立地、大規模小売店舗立地法に関する業務

工業用アルコールの流通管理

特定商取引、割賦販売等に係る消費者取引の適正化

商品やサービスなどの消費者取引に係る相談窓口 

電気・石油・ガスなどの消費生活用製品の安全確保 

中小企業に対する円滑な資金供給、経営改善、経営の安定、官公需確保対策

下請取引の適正化 

中小企業の新事業の創出に関する業務、小規模企業対策

中心市街地活性化法の施行、中小小売業・商店街振興

◆ 地域経済課

　◇ 産業人材政策室

　◇ 地域未来投資促進室

◆ 産業技術革新課

　◇ 産学官連携推進室　

　◇ 知的財産室

◆ 製造・情報産業課　

◆ 食・観光産業課

◆ 次世代産業課

　◇ 宇宙航空産業室

部の全体に関わること、政策企画、税制などに関する業務

産業人材の育成・活用に関する業務

地域における未来投資の促進

産業技術の振興、産業標準化、スタートアップ支援に関する業務

産学官連携の推進

産業財産権をはじめとした知的財産に関する制度の紹介・活用支援

製造・IT産業の振興、生産性向上支援、武器・種の保存・化学兵器規制

食・観光関連産業の市場拡大、高付加価値化、生産性向上支援 

バイオ・ヘルスケア・サービス産業の振興

宇宙産業、航空機・ドローン・空飛ぶクルマ関連産業の振興

◆ 総務課　

　◇ 広報・情報システム室

◆ 企画調査課

◆ 会計課

◆ 国際課

◆ 電力・ガス取引監視室

局の全体に関わること、文書、人事管理、政策評価に関する業務

広報および情報システムに関する業務、情報公開窓口

地域経済の活性化に関する政策の企画・立案、各種統計調査

予算管理、物品・役務の調達、福利厚生に関する業務

地域の国際化の推進、貿易と海外投資交流の促進

電力・ガス取引監視等委員会における事務処理等の業務

総務企画部

地域経済部

産業部

資源エネルギー環境部

☎ 2505
☎ 2508
☎ 2521
☎ 2511
☎ 2605
☎ 2536

☎ 011-709-2311 【代表】

☎ 2552
☎ 2560
☎ 2553
☎ 2585
☎ 2588
☎ 2586
☎ 2571
☎ 2593
☎ 2554
☎ 2572

☎ 2592
☎ 2630
☎ 2610

☎ 011-709-1785 【直通】
☎ 2612
☎ 2575
☎ 2579
☎ 2577
☎ 2581

☎ 2703
☎ 2740
☎ 2634
☎ 2624
☎ 2639
☎ 2710
☎ 2640

〈 国際課 〉 

〈 企画調査課 〉 

組織案内（各課室名・連絡先一覧）

地域経済動向の分析・データを活用した政策立案

企業のグローバル化の推進
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● 地方創生☆政策アイデアコンテストに向けた支援

● 主な公表資料

海外の成長市場を獲得するため、道内企業のグローバル化が進んでいます。この動きを拡大・加速化するため、「新輸出
大国コンソーシアム」「北海道外国人材活躍地域コンソーシアム」等の関係機関との連携による支援や情報提供を行って
います。また、貿易取引に係る許認可手続き等を適切に執行することで、中小企業の海外展開を支援しています。

地域経済・産業の動向を適切に分析・把握し、定期的に公表することにより、行政機関における経済政策の展開や企業
の経営分析等を支えています。
また、産業構造や人口動態等に関する官民ビッグデータをモデル図やグラフで「見える化」した「地域経済分析システム

（RESAS：リーサス）」の活用により、地方創生に資する自治体による政策立案や、教育機関と連携した人材育成などの支
援を行っています。

外国人材活用いろはセミナー 中央アジア市場向け道内企業紹介ポータルサイト

RESAS を活用した地域を元気にするような政
策アイデアを募集するコンテストに向けて、自治
体や教育機関と連携し、RESAS 出前講座を行い、
政策提案をサポートしています。

○管内経済概況（月1回）
○鉱工業生産動向（月1回）
○百貨店・スーパー販売動向(コンビニエンスス
トア販売動向及び専門量販店販売動向を含む)
（月1回）

地方創生☆政策アイデアコンテスト 2024
北海道経済産業局長賞を受賞
（釧路湖陵高等学校）

道内企業向けにセミナーを開催し、海外展開等
に活用可能な支援策の情報提供を行っています

海外市場に向けて道内企業の情報を発信し、
新たなビジネス機会の醸成に寄与しています

◆ 資源エネルギー環境課

　◇ ガス事業室

　◇ 総合エネルギー広報室

◆ 環境・資源循環経済課

◆ エネルギー対策課

◆ 電力事業課

◆ 資源・燃料課

部の全体に関わること、資源エネルギーの安定供給に関する業務

ガス事業に関する業務

省エネ・新エネ・環境対策などエネルギー・環境広報の推進

低炭素社会の構築、3R（リデュ－ス・リユ－ス・リサイクル）の推進

省エネルギー対策の推進、再生可能エネルギーの導入促進

電源開発計画、電力の需要・供給計画に関する業務、電源地域の振興

鉱業・採石業・砂利採取業に関する業務、石油製品の安定供給・品質確保

◆ 産業振興課

　◇ アルコール室

◆ 消費経済課

　◇ 消費者相談室

　◇ 製品安全室

◆ 中小企業課

　◇ 取引適正化推進室

◆ 経営支援課

　◇ 商業振興室

部の全体に関わること、産業立地、大規模小売店舗立地法に関する業務

工業用アルコールの流通管理

特定商取引、割賦販売等に係る消費者取引の適正化

商品やサービスなどの消費者取引に係る相談窓口 

電気・石油・ガスなどの消費生活用製品の安全確保 

中小企業に対する円滑な資金供給、経営改善、経営の安定、官公需確保対策

下請取引の適正化 

中小企業の新事業の創出に関する業務、小規模企業対策

中心市街地活性化法の施行、中小小売業・商店街振興

◆ 地域経済課

　◇ 産業人材政策室

　◇ 地域未来投資促進室

◆ 産業技術革新課

　◇ 産学官連携推進室　

　◇ 知的財産室

◆ 製造・情報産業課　

◆ 食・観光産業課

◆ 次世代産業課

　◇ 宇宙航空産業室

部の全体に関わること、政策企画、税制などに関する業務

産業人材の育成・活用に関する業務

地域における未来投資の促進

産業技術の振興、産業標準化、スタートアップ支援に関する業務

産学官連携の推進

産業財産権をはじめとした知的財産に関する制度の紹介・活用支援

製造・IT産業の振興、生産性向上支援、武器・種の保存・化学兵器規制

食・観光関連産業の市場拡大、高付加価値化、生産性向上支援 

バイオ・ヘルスケア・サービス産業の振興

宇宙産業、航空機・ドローン・空飛ぶクルマ関連産業の振興

◆ 総務課　

　◇ 広報・情報システム室

◆ 企画調査課

◆ 会計課

◆ 国際課

◆ 電力・ガス取引監視室

局の全体に関わること、文書、人事管理、政策評価に関する業務

広報および情報システムに関する業務、情報公開窓口

地域経済の活性化に関する政策の企画・立案、各種統計調査

予算管理、物品・役務の調達、福利厚生に関する業務

地域の国際化の推進、貿易と海外投資交流の促進

電力・ガス取引監視等委員会における事務処理等の業務

総務企画部

地域経済部

産業部

資源エネルギー環境部

☎ 2505
☎ 2508
☎ 2521
☎ 2511
☎ 2605
☎ 2536

☎ 011-709-2311 【代表】

☎ 2552
☎ 2560
☎ 2553
☎ 2585
☎ 2588
☎ 2586
☎ 2571
☎ 2593
☎ 2554
☎ 2572

☎ 2592
☎ 2630
☎ 2610

☎ 011-709-1785 【直通】
☎ 2612
☎ 2575
☎ 2579
☎ 2577
☎ 2581

☎ 2703
☎ 2740
☎ 2634
☎ 2624
☎ 2639
☎ 2710
☎ 2640

〈 国際課 〉 

〈 企画調査課 〉 

組織案内（各課室名・連絡先一覧）

地域経済動向の分析・データを活用した政策立案

企業のグローバル化の推進
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